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Abstract: Optimal condition in insulation diagnosis for power apparatus was studied. The condition for minimizing 
the average maintenance cost per year through the term of guarantee was formulated. Two parameters， i.e.， the term 
of guarantee and tolerance limit of deviation (margin) of the diagnosis， were optimized. The tolerance limit of 
deviation is related to the tolerance risk ratio. The maintenance cost accompanied with diagnosis was compared with 
that without performing the diagnosis. In the early stage of the lifetime， the maintenance cost was proved to be 
lower when the apparatus was continuously used without diagnosis. In the late stage， the cost was lower when the 
apparaωs was replaced without diagnosis. Diagnosis was effective in the midterm between theseれIVOstages. It 
was shown that the term of guarantee should be optimized in accordance with the degree of degradation. A condition 
suitable for performing on-line diagnosis is also discussed. 
1 .はじめに
電力系統の事故を未然に防止し、重大な損失を避ける
ためには適切なリスクマネージメ ントが必要であり 、そ
の一環として老朽化した機器の劣化診断や計画的な更新
が行われる。しかし近年に至るまで機器の更新の多くは、
増大を続けた需要に対応する増容量を主目的としていた
とされる。
ところが、近年低成長あるいはゼロ成長といわれる経
済情勢を迎え、増容量のための交換を行う機会が少なく
なったことから、-_e.設置された機器を寿命ぎりぎりま
で使用する傾向が現れている。この傾向は 10年以上前か
ら指摘されているが、電力自由化に伴うコス トダウンへ
の要請と相乗し、愈々現実的な事態として捉えられてい
る。今後は既に構築したインフラ構造の信頼性を保ちつ
つ、寿命点に近く真に必要な機器から更新していく保守
方法に切り替えることが重要となり 、意思決定を支援す
るツールとしての診断技術が真価を問われる局面を迎え
ているといえる。
このような背景のもと、筆者は絶縁診断を行うことに
よるライフサイクノレコストの低減効果を、確率論にもと
づいて評価する手法を提案した(1)。この研究を含み、診
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断の経済効果に関する研究が近年活発化している(1.3)。
さて、診断には診断のマージン(許容危険度)、診断周期
なと'のパラメータがあり、経済効果を最大にするには、
与えられた条件すなわち、余寿命の確率分布、診断精度、
診断コスト、交換コスト、 故障損失などに応じてこれら
のパラメータの最適化を図る必要がある。また、現実の
劣化診断においては、経年に応じて診断周期(本論文では
診断の保障期間と表現する)を変化させることが しばし
ば行われる。また、機器の新設時ではなく、ある程度経
年を経た時点で診断計画をたて、維持コストを極小化す
る必要に迫られることが多い。そこで、 余寿命の確率分
布に応じて診断のマージンと保障期間の最適条件を求め
る方法について検討した。
2 後討の条件と定式化
2-1 条件
l回の診断を実施すると、余寿命が短いと判断された
場合には新品と交換されるとする。その後一定期間は新
たな故障が発生しないことが保障される。この期間を保
障期間とする。保障期間は診断周期とほぼ同じ意味をも
つが、以下に保障期間の最適値が劣化状態によって異な
ることが示されるので、周期ではなく期間という表現を
用いた。
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経済効果は、保障期間内の平均年間維持コストを評価
パラメータとする。真の余寿命が長い機器を交換しでも
損失(利益の逸失)は発生しないが、交換の判断を下す確率
が高くなると平均年間維持コストは増大する。故障した
機器は新品と交換されるとし、部分交換、オーバーホー
ルによる寿命延伸は考えない。
2-2 診断による交換の判断
図 lは診断による交換の判断を説明している。対象と
する機器の真の余寿命h(，)、および新品の寿命の確率分
布ij{，)は与えられたものとする。真の余寿命と予測余寿
命の聞には相闘があるが、診断を実施する者は個別機器
の真の余寿命を知らないので、予測値の周りに真値が分
布すると仮定して判断を下す(1)。保障期間にマージンを
加え、予測余寿命がこれを下回った場合に交換の判断を
下す。このマージンをを許容偏差L!lcと定義する。真の余
寿命がτである機器に対する予測余寿命tは平均値τ、標
準偏差 σdの正規分布p(t- ，)をとるものとする。測定者
は予測余寿命が判定限界点lc=td+ L!lcよりも短いときに
「交換」の判定を下す。 r交換Jと判定される確率はp(l
- ，)を1=一∞から1=んまで積分して
iプcp(t --r )dt (2・1)
となる。余寿命の確率分布h何(，け)および許容偏差d.t
まると、許容危険度は
九=!:h(けp(い Mc--r)dτσ 
で計算できる(川lり)。本論文においては議論を簡単にするた
め、最適危険度を求める代わりに許容偏差の最適値を求
めることにする。
o td tc 
(現時点) (保障期間)
時刻IJr 
時刻t
予浪IJ値がこれより小さいときは
交換すると判定
時刻 r
図 l診断による交換の判断。
2-3 診断の結果発生する事象
図2に診断の結果発生する事象を示す。経年Tを経た機
器の余寿命の確率分布を考慮すると、 診断により新品に
交換される確率は
凡'place- (2・3)。
診断直後に交換されず残留する確率は(1-P replace)であ
り、この場合は経年がTとなる。診断後に残留した機器の
余寿命の確率分布は
I tL+sL I 
Pμlure _ 0( -r)= h(τ)~ -l~ "p(t --r)dtJ 
(2・4)。
2-4 平均年間維持コスト
診断直前の経年をTとすると、診断後の機器の経年は確
率分布として与えられる。図 3は理解を助けるためにこ
れを離散形で表現したものである。図の横軸は対象とす
る機器の経年であり、棒の長さは確率密度を示す。診断
直後には経年が Oである、すなわち新品に交換される確
率がPreplace、経年がTとなる、すなわちそのまま使用され
る確率が 1-Preplaceとなる。交換された新品の余寿命は
f{ ，)で与えられる。交換した機器が再び保障期間内に故
障すると、再び交換される。すなわち、新品に交換した
場合でも、保障期間内に複数回の交換が発生する可能性
がある。診断により交換されず残留した場合でも、保障
期間内に故障すると新品に交換される。診断によ り交換
された場合と同様、保障期間内に複数回の交換が発生す
る可能性がある。
診断後の時刻tにおける経年Tの確率分布をa(t，ηとする
と、時刻l+dlにおける経年の確率分布は
α(t + dt，T) =α(t，T -dt)-α(t，T -dt)f(T) 
(a)診断により交換されず
保障期間内に故障する
(2・5)
時刻 r
o td (b)診断により交換される
(現時点) (保障期間)
図2 診断の結果発生する事象。
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"'----守層とさいときE弐L の慣練度曲線
一一一一一一一一組・_L一一一一一一ー- ~断前
残留した磁器の
信綴度曲線
~断の結果
交換される" ____ 
E書断直後
~断1年後
診断2年後
E書断3年後
~断4年後
保障期間
この合計が保障期間肉に故障する
図3診断後の経年の確率分布。
但し
αQキdt，O)= P，陀p/a田ーf(t)
+ !a(t，T -dt)fσ) 例 。
キPfi剖Iire_O(t)
すなわち、微小時間dtの間に新たに故障して経年ゼロの
機器に交換される確率は、診断によ り交換され、 再び故
障する確率(第 l項)、同じく複数回の故障・交換を経て再
び故障する確率(第2項)、および診断後に残留して故障す
る確率(第3項)の合計となる。 (2・6)式は、初期条件が判っ
ているので、順次計算可能である。全保障期間内で故障
が発生する確率は、
ιi/ure = f a(t，0) (2・7)
保障期間内の平均年間維持コストは交換 1回当りのコス
トLrepla，回、故障復旧 1回当りのコス ト(交換コス トを含
む)Lfaiureおよび診断コストLdJ岬 70SISとして
Lιん101aιω削附ιo叫仰.山t佃/= 手与(μLムr伽 . π凡ιepυ:/，ωlωa
ld (2-8) 
+ Lr_"._. • Pr_，'__.  + LJ'_._'_) 'jai/u陀 fai/ure ' ~diagnosis J 
となる。一方、金利を考え、 「将来発生する損失は至近
に発生するものに比べて低く評価されるJことが広く行
われている。これは割戻現在価値への変換である。診断
および診断によって交換するコストは診断と同時に発生
するので、割戻は行わない。割戻は故障の損失のみに適
用でき、割戻年率を yとすると、
。年後
1年後
2年後
3年後
4年後
対象期間
この合計が対象期間肉に故障する
図4診断せず継続使用したときの経年の確率分布。
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1年後
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対象期間
この合計が対象期間肉に故障する
図 5診断せず交換したときの経年の確率分布。 without
diagnosis. 
Ltotol=1{Lω ・凡'p/ace
'd 
+ r Lω/ure・α(t，O)一工-7dt
ぬ P“< ， ' '(1 + r)' 
+Ld.岬 1OS;S}
(2・9)
となる。
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2-5 診断をしないときの平均年間維持コスト
経年がTであった機器を診断せず継続使用した場合に
は図 4に示すように、当該機器は確率 1で残留し、信頼
曲線に従って故障を発生し交換される。交換された場合
には新品の信頼曲線に従って故障を発生し、故障した機
器は再び交換される。 t=tdまでの平均年間維持コストは
(2・6)式においてPreplace=O、尺帥問。(，)=h( ，)とすること
により計算できる。
経年が7である機器を診断せず即交換した場合には図5
に示すように、当該機器は確率 lで新品に交換され、新
品の信頼曲線に従って故障を発生し、故障した機器は再
び交換される。 t=tdまでの平均年間維持コストは(2・6)
式においてPrep/ace=1、円角川 o(τ)=0とおくことにより計
算できる。
3. 計算倒
3-1 計算条件
新設機器の寿命の確率分布をf(，)とする。計算例では、
経年に従って余寿命の確率分布が変化したときに診断を
行う際の経済効果を考える。使用開始後7年を経過した試
料の余寿命の確率分布は新品の寿命の確率分布を短時間
側に7洋平行移動して求められると仮定する。真の余寿命
が負になることはないので、負の余寿命に対する確率密
度はゼロとする。使用開始後T年を経た機器の中から、任
意の l個を抽出したときの余寿命の確率分布は、
I f(r+T) 
|ー (τ三0)
h(τ)=イrf(τ+T)dr (3-1) 
l 0 (τ< 0) 
これを真の余寿命の確率分布とする。
使用開始後T年までに診断を行った場合には、予測され
た余寿命が長かったものが選別されて残留していると考
えられるため、余寿命の確率分布は(1)式とは異なる分布
となる。この計算は、それぞれの余寿命に対し、診断の
結果残留する確率を乗じることにより可能であるが、本
計算例における検討範囲からは外す。
j( ，)として、平均 28年、標準偏差8年の分布を仮定す
る。水トリー劣化による架橋ポリエチレン絶縁ケーブル
の絶縁破壊のワイブ、/レ解析に関する過去の報告(4)を参考
にしたが、現在の寿命特性は著しく改善されていると考
えられる。また、機器の種類を限定した解析は本論文の
目的ではないので、解析結果に現実性を持たせるための
便宜上の値として認識していただきたい。機器の新設コ
ストを 100円とする。既設機器を計画交換する場合のコ
ストも、同様に 100円とする。故障が生じたときに交換
する場合のコストは交換コスト、事故による経済損失等
を加味した値として 1000円とした。診断は l回5円、診
断精度(真値の回りの予測値のばらつきの標準偏差)を 4
年とした。
3-2 計算結果
許容偏差を小さくし、診断を甘くすると、保障期間内
に故障が発生する確率が増加するため、平均年間維持コ
ストが増大する。許容偏差を大きくして診断を厳しくす
ると、保障期間内に故障しないにもかかわらず交換され
る確率が増加するため、平均年間維持コストが増大する。
許容偏差の最適点はその中間領域にある。保障期間を短
くとると、交換コストと診断コストの回収ができないた
め、平均年間維持コストが増大する。保障期間を長くと
ると、交換される確率が増大するとともに、交換された
新品が保障期間内に故障する確率は増大し、平均年間維
持コストが増大する。保障期間の最適点はその中間領域
にある。
図6は、経年O年、 8年、 16年、 28年の場合について、
保障期間と平均年間維持コストの関係を示したものであ
る。許容偏差はそれぞれの経年および保障期間に対して
最適化されている。保障期間の最適点は、平均年間維持
コストが極小となる点である。劣化の進行にともない、
保障期間の最適点における平均年間維持コストは増大す
る。最適保障期間は経過O年では 8-9年であるが、劣化
の進行にともない-.e.減少し、経過 8年では 5年程度と
なる。劣化の進行がほとんど進んでいない場合には故障
確率が低いため、診断コストを回収するために保障期聞
をある程度長くとる必要があることによる。
最適保障期間は、劣化がさらに進行すると、経年 16年
で 10年、経年28年で 13年程度と、再び長時間側に移動
する。これは、 「劣化の進行にともない、診断の間隔を
拡げるべきJであることを示唆し、 「劣化の進行にとも
ない診断周期を短くするべき」という常識と逆の結果と
なっている。しかし、劣化が非常に進行した場合には 「予
測余寿命がよほど長くない限り交換した方が得Jと考え
ると理解することができる。劣化が進んだ機器を交換せ
ず、頻繁に診断を実施することは、交換コストの繰り延
べ効果をもたらすが、現金フローのみを考えた場合には
コスト増の要因となる可能性を苧んでいる。
図 6には、診断をせずに交換した場合と、診断をせず
に使用を継続した場合について、その後の経過時間にE
る平均年間維持コストを併記しである。 r診断の保障期
間と同じだけ経過した時点」までの平均年間維持コスト
を「診断した場合の平均年間維持コストJと比較するこ
とにより、診断のコストメリットを評価できる。
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診断せず継続使用した場合、劣化が進んでいない機器
では時間経過とともに劣化が進み故障確率が増えるので
平均年間維持コストは増大傾向をとる。しかし劣化が進
んだ機器では、故障して新品に交換されていくので、 平
均年間維持コストは時間経過とともに減少する。
診断せずに交換した場合、初年度に交換コストが発生
するので、初年度の平均年間維持コストは 100円となる。
その後一定期間は故障がほとんど発生しないので、 平均
年間維持コストは経過時間に逆比例して減少する。さら
に時間を経ると、故障の発生が始まるため、平均年間維
持コストは増大に転じる。この曲線は劣化状態に無関係
である。
図5(a)に示すように、経年O年の新品を診断した場合、
保障期間を 8-9年とすることで最適条件が得られるが、
診断せずに同じ期間継続使用した場合に比べてコストを
抑制することができない。同図(b)に示すように、経年 8
年では、診断の最適保障期間は 5年程度なるが、診断せ
ず 1~2 年使用する場合と同程度の平均年間維持コスト
となる。同図(c)は劣化の進行状況が中程度の場合であり、
保障期間 8年程度の診断を行うことで平均年間維持コス
トを最も抑制できる。同図(d)は新品の平均寿命程度の経
年をもっ場合で、ある。この場合、保障期間 13年程度が診
断の最適条件となるが、 診断せず交換して同じ期間使用
するのとほとんど同じ平均年間維持コストとなる。厳密
には診断コスト分だけ診断した場合の損失が大きいので
診断のコストメリットは成立しない。
以上のように、診断の保障期間は劣化の進行状況にあ
わせて最適化されるべきであることが示された。しかし
ながら経年が非常に短い場合には診断せずに使用を継続
する方がコスト抑制効果が高く、同様に経年が非常に長
く劣化が進行している場合には診断せずに交換する方が
コスト抑制効果が高い。診断のコストメリ ットは両者の
中間領域で成立する。
図7は同じ計算を割戻し年率0%、5%および 10%と
して計算した結果である。割戻し率が高くなると遠い将
来に発生する故障の損失の相対評価が低くなるので、最
適保障期聞は長くなる傾向を示す。年率 10%では損失の
極小を与える保障期間がなくなり、 「故障するまで使用
するJことが最適コスト条件となる。
図 8は診断精度および診断コストの影響を調べたもの
である。診断精度が高く診断コストが低い場合には保障
期間を短くして頻繁に診断を実施することが最適コスト
条件をもたらす。オンライン診断の経済ノ《ランスはこの
延長上にあると考えられる。
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図 6 保障期間をパラメータとした平均年間損失の計算結果。許容偏差を最適化。新品の設置コスト 100円、 平均寿命
28年、寿命の標準偏差8年、診断精度4年、故障損失 1000円、 診断コスト 5円。
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絶縁診断における保障期間中の平均年間維持コストを
最小化する条件を、保障期間と許容偏差(診断のマージン)
をパラメータとして定式化した。一般的な劣化型の故障
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が発生する機器を使用する過程では、診断することなく
使用を続けるべき時期と、診断することなく使用を中断
して交換するべき時期が存在する。診断のメリットが成
立する期間はこれらの間にある。最適保障期間は最適許
